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平成 30 年 1 月 10 日 

日本調剤株式会社 

医療情報分野の発展を目指し 

NTT ドコモが提供する「ドコモ 5G オープンパートナープログラム」に参画 

 

全国 47 都道府県で調剤薬局を展開する日本調剤株式会社（本社所在地：東京都千代田区丸の内、代表取

締役社長：三津原 博、以下「日本調剤」）は、株式会社 NTT ドコモ（本社所在地：東京都千代田区永田町、代表

取締役社長：吉澤 和弘、以下「ドコモ」）が平成 30 年 2 月 21 日（水）から提供開始する「ドコモ 5G オープンパー

トナープログラム」に参画いたします。 

 

日本調剤では、ICT の基幹システムや電子お薬手帳の開発・運用など、医療情報分野にいち早く着目してお

り、薬局における ICT 活用に薬剤師という“人”が介在することによってどのような成果が見込めるかを検討し、

取り組んでまいりました。特に、日本調剤の独自開発の薬歴システム、在宅システムおよび電子お薬手帳「お薬

手帳プラス」といった PHR（Personal Health Record）／EHR (Electronic Health Record)の活用によってもたらされ

る可能性は、日本の医療の質向上に寄与するものと考えています。 

 

このほど、ドコモから提供される「ドコモ 5G オープンパートナープログラム」は、ドコモが 2020 年に商用サービ

ス開始を目指している第 5 世代移動通信方式（5G）において、幅広いパートナーとともに新たな利用シーン創出

に向けた取り組みを拡大させるものです。 

日本調剤では、この高速・大容量・低遅延・多数の端末との接続といった5Gの特徴を活かし、医療情報のさら

なる活用やサービス創出を検討し、健康・医療分野の発展に貢献してまいります。 

 

≫ドコモの 5G の詳細については、ドコモ公式サイトをご参照ください。 

https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/technology/rd/tech/5g/ 

 

【日本調剤株式会社について】 http://www.nicho.co.jp/ 

1980(昭和 55)年の創業以来、一貫して国の健康保険制度を支える調剤薬局のあるべき機能・役割を全

うすべく「医薬分業」を追求し、調剤薬局 展開を積極的に行っています。現在では、全都道府県に調剤

薬局を展開し約 3,000 名の薬剤師を有する、日本を代表する調剤薬局企業として評価を得ています。ま

た、ジェネリック医薬品の普及や在宅医療への取り組みを積極的に進めており、さらに超高齢社会に必

要とされる良質な医療サービスを提供する「日本のかかりつけ薬局」を目指して取り組んでいます。 

 

【本ニュースリリースに関するお問い合わせ先】 

日本調剤株式会社 広報部 広報担当 

TEL：03-6810-0826 FAX：03-3201-1510   

E-Mail：pr-info@nicho.co.jp 

 

※本プレスリリースに記載されている会社名および商品・サービス名は、各社の商標または登録商標です。 
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